
  この調査は、平成４年以降、平成１３年１２月３１日までに永住帰国した中国帰国者本人のうち、
中国帰国者定着促進センターに入所中の者及び永住帰国後に死亡した者を除いた２，０６８人
を対象に、平成１４年１月１日を基準日として実施し、回答のあった１，７２５人（回収率８３．４％）
について取りまとめたものである。
　なお、今回の調査は、帰国者本人の健康状態や地域との関わり状況、呼び寄せ家族を含めた
子世帯の就労や日本語習得状況など、これまでには調査を行っていなかった事項を中心とした
調査として実施したものである。

1 帰国者世帯の概要
（１）帰国者本人の年齢

  帰国者本人の年齢別の内訳は表１のとおりであるが、平均年齢は孤児６０．３歳、婦人等
６８．５歳、全体で６４．９歳で、前回（平成１１年１２月１日調査。以下同じ。）と比べて全体で
約２歳高くなっている。
　年齢別の割合でみると、孤児は６０歳代が５２．９％と最も多く、次いで５０歳代が４６．７％
となっている。婦人等は６０歳代が４１．８％と最も多く、次いで７０歳代が２９．６％となって
いる。
（表１  年齢別の内訳）

区分 合計
０～３９歳 0 0.0% 3 0.3% 3

(0.0%) (0.3%)
４０～４９歳 0 0.0% 3 0.3% 3

(0.0%) (1.1%)
５０～５９歳 356 46.7% 147 15.3% 503

(68.3%) (23.1%)
６０～６９歳 403 52.9% 403 41.8% 806

(31.5%) (35.2%)
７０～７９歳 3 0.4% 285 29.6% 288

(0.2%) (31.3%)
８０歳以上 0 0.0% 122 12.7% 122

(0.0%) (9.0%)
計 762 963 1,725

平均年齢 64.9
(63.1)

（注）かっこ内は前回の結果

（２）世帯構成員の内訳
  世帯構成員の内訳は表２のとおりであり、１世帯当たりの平均世帯人員は孤児世帯で
２．４人、婦人等世帯で２．６人、全体で２．５人となっている。
　前回は、孤児２．７人、婦人等３．０人で、いずれもやや減少している。
（表２  世帯構成の内訳）

区分 帰国者本人 配偶者 子 孫 養父母 その他 合計 平均人員
孤児 762 623 293 122 11 0 1,811 2.4

婦人等 963 562 596 365 2 13 2,501 2.6
計 1,725 1,185 889 487 13 13 4,312 2.5

（注）「子」には「子の配偶者」を含む。

（３）都道府県別居住地
  帰国者の居住地を都道府県別にみると、孤児は東京都が１９．９％と最も多く、次いで神
奈川県が１０．２％、大阪府が７．７％、埼玉県と長野県がともに５．９％と続いている。
  婦人等は東京都が１３．９％と最も多く、次いで大阪府が８．７％、長野県が８．５％山形県
と広島県がともに４．５％となっている。
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（グラフ１  都道府県別居住地の状況（孤児））

（グラフ２  都道府県別居住地の状況（婦人等））

（グラフ３  都道府県別居住地の状況（合計））

（４）住居の種類別状況
  公営住宅に入居している世帯は、孤児が９３．０％、婦人等が８６．７％で、前回とほとんど
同じ状況となっている。

（グラフ４  住居の種類別状況）
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2 帰国者及び配偶者の健康状態
（１）入院状況

  帰国者本人及びその配偶者の過去１年間（平成１３年１月１日から１２月３１日）　　
の入院の有無について聞いた。
  入院があった世帯は全体で２７．１％、そのうち３０日以上入院したと答えた世帯は
４５．２％となっている。

（グラフ５  入院の有無）

（２）介護認定の状況    

  帰国者本人及びその配偶者の介護保険制度
における認定状況について聞いた。

  介護認定を受けている世帯は１０．８％で、認
定の程度は「要支援」が４１．６％と最も多く、　　
次いで「要介護１」が２０．１％、「要介護２」が
１１．４％となっている。

3 地域生活の状況等
（１）近所との交際状況（複数回答）

  帰国者本人の近所との交際状況については、グラフ８のとおりで、「招待し合うような親
しい人がいる」が２４．７％、「立ち話をする程度の親しい人がいる」が２７．９％となってい
るが、「つきあいがない」も１３．９％あった。
  つきあいのある人の人数はグラフ９のとおりで、いずれも「５人以下」が最も多かった。

（グラフ６  介護認定の状況）
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（グラフ７  認定者の要介護度）
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（グラフ９  つきあいの人数）

（２）相談の状況
  帰国者本人に生活上の悩みがある場合の対処方法を聞いたが、「誰かに相談する」は
８７．５％、「何もしない」は１０．８％となっている。
  相談する相手（複数回答）は、子が６１．７％と最も多く、次いで配偶者が３６．９％、自立
指導員が３３．３％となっている。

（グラフ８  近所とのつきあい（複数回答））
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（３）地域活動への参加状況（複数回答）
  帰国者本人に参加したことがある地域活動について聞いたが、「町内会・自治会の地域
清掃」が７６．９％と最も多く、次いで「地域の祭り」が３０．６％、「防災訓練」が１５．５％とな
っており、「何も参加したことがない」が１５．９％あった。

（グラフ１２  地域活動への参加状況（複数回答））
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（グラフ１１  相談する相手（複数回答））
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4 日本に在住している家族の概要
（１）家族数

  日本に在住している帰国者の家族数は帰国者本人を含めて１９，１３２人で、孤児１人
あたり９．９人、婦人等１人当たり１２．０人で、全体では帰国者１人あたり１１．１人となっ
ている。
  また、日本に在住している帰国者の子の数については、２人が２４．５％と最も多く、次
いで３人が２４．１％、１人が１９．８％となっている。
  婦人等の子の数は１人が２１．１％と最も多く、次いで２人が１９．３％、３人が１９．０％と
なっている。
  孤児の子の合計は２，０８０人で、孤児１人当たり２．７人、婦人等の子の合計は２，７５４
人で、婦人等１人当たり２．９人、全体では帰国者１人当たり２．８人となっている。

（表３  家族数）
区分 帰国者本人 配偶者 子 孫 養父母 その他 合計 平均人員
孤児 762 623 3,930 2,191 11 28 7,545 9.9

婦人等 963 562 5,429 4,178 28 427 11,587 12.0
計 1,725 1,185 9,359 6,369 39 455 19,132 11.1

（注）「子」には「子の配偶者」も含む。

（表４  子の数及び割合）
区分

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合
子なし 30 3.9% 68 7.1% 98 5.7%
子１人 151 19.8% 203 21.1% 354 20.5%
子２人 187 24.5% 186 19.3% 373 21.6%
子３人 184 24.1% 183 19.0% 367 21.3%
子４人 105 13.8% 142 14.7% 247 14.3%

子５人以上 105 13.8% 181 18.8% 286 16.6%
計 762 963 1,725

（２）子の年齢構成
  帰国者の子の年齢構成をみると、孤児の子は３０歳代が５９．５％、２０歳代が２３．１％、
４０歳代が１５．０％となっており、平均年齢は３３．７歳となっている。
  婦人等の子は３０歳代が４２．９％、４０歳代が３２．０％、２０歳代が１２．０％で、平均年
齢は３８．８歳、全体の平均年齢は３６．６歳となっている。

（表５  子の年齢）

子 割合 子の配偶者 割合 子 割合 子の配偶者 割合

０～５歳 1 0.0%
６～１４歳 2 0.1% 4 0.1%
15～１９歳 14 0.7% 19 0.7%
２０～２９歳 480 23.1% 352 16.9% 330 12.0% 280 10.2%
３０～３９歳 1,238 59.5% 994 47.8% 1,181 42.9% 1,026 37.3%
４０～４９歳 311 15.0% 326 15.7% 882 32.0% 826 30.0%
５０～５９歳 10 0.5% 20 1.0% 304 11.0% 252 9.2%
６０～６９歳 12 0.4% 19 0.7%
７０～７９歳 1 0.0% 1 0.0%
８０歳以上 0

未回答 25 1.2% 388 18.7% 20 0.7% 350 12.7%
計 2,080 2,080 2,754 2,754

平均年齢
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（３）子の帰国形態
  帰国者の子の日本への帰国形態については、
「国費による同伴帰国」が２５．６％、「自費によ （グラフ１３  帰国形態）

る同伴帰国」が６．６％、「呼び寄せ」が６２．６％
となっている。

  （参考）
      平成６年度    ６５歳以上の帰国者本人を扶養するため

     同伴する成年の子１世帯を帰国援護の対象
     とした。

      平成７年度　　帰国者本人の年齢要件を６０歳以上に
     引き下げた。

      平成９年度　　帰国者本人の年齢要件を５５歳以上に
     引き下げた。

       ※  帰国者及びその配偶者の扶養家族となっている
          未成年の子は、帰国援護の対象となっている。

5 国費により同伴帰国した子世帯との状況
（１）同居の状況

  帰国者を扶養するために同伴帰国した成年の子世帯と同居しているのは、孤児が２５．８
％、婦人等が４０．８％で、婦人等の方が多くなっている。

（グラフ１４  同伴帰国（成年）の同居・別居の割合）

（２）帰国後別居までの期間
  同伴帰国した成年の子世帯と別居するまでの期間はグラフ１５のとおりで、孤児、婦人等
とも「１～２年未満」が最も多く、「６ケ月～１年未満」が続いている。

（グラフ１５  別居するまでの期間）
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（３）別居に至った経緯
  同伴帰国した成年の子世帯と別居した時の状況については、孤児、婦人等とも「話合っ　
て両方とも納得した」が最も多く、次いで「帰国者が希望」、「子世帯が希望」の順となって
いる。

（グラフ１６  別居に至った経緯）

（４）別居の理由
  同伴帰国した成年の子世帯と別居した理由は、孤児は「家族間の不和」が４２．６％と最
も多く、次いで「家が狭い」が２３．７％、「経済的な理由」が１７．９％となっている。
  婦人等は「家が狭い」が４０．４％と最も多く、次いで「家族間の不和」が２４．７％、「経済
的な理由」が１８．３％となっている。

（グラフ１７   別居の理由）

6 帰国者世帯と子世帯との生活支援の状況
子世帯から帰国者への支援状況はグラフ１８のとおりで、「生活費の援助がある」は１０．９％、

「支援はない」は２９．４％となっている。
生活費の援助があると答えた者のうち、その援助の程度を聞くと、「こづかい程度」が最も多く、

３８．６％、次いで「生活費の一部」が２７．９％、「生活費の大部分」が２５．１％となっている。
なお、帰国者から子世帯への生活費の援助状況を聞いたところ、援助が「ある」と答えた者が

２．３％あった。
その援助の程度は、「生活費の大部分」が３１．２％、「こづかい程度が２８．４％、「生活費の一

部」が２７．５％となっている。
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（グラフ１８  子からの生活支援）

（グラフ１９  子からの生活支援の程度）

7 子及びその配偶者の状況
（１）就労状況

  帰国者の子及びその配偶者の就労状況についてみると、「子が就労」が２２．１％、「配
偶者が就労」が１４．２％、「両方とも就労」が４７．８％となっており、世帯としては８４．１％
が就労している。

（グラフ２０  子及び子の配偶者の就労状況）

（２）就労者の職業
  現在就労している子及びその配偶者の職業は多岐にわたっているが、子、配偶者とも
「技能工、製造・建設・労務作業者」が圧倒的に多くなっている。
  この結果は、前回の帰国者本人の調査結果とほぼ同様の傾向となっている。
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生活費の大部分

生活費の約半分

生活費の一部

こづかい程度（１万円以下）

未回答

22.1% 14.2% 47.8% 10.2%

2.4% 3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子及び子の配偶者の就労状況

子が就労

配偶者が就労

両方とも就労

両方とも就労していない

わからない

未回答



（表６  子及び配偶者の職業）

子 子の配偶者 計 一般

2.4% 1.6% 2.1% 14.3%

0.1% 0.1% 0.1% 2.8%

1.8% 0.7% 1.3% 19.4%

1.8% 1.5% 1.7% 14.5%

6.6% 6.9% 6.8% 11.6%

0.9% 0.9% 0.9% 5.1%

0.9% 0.6% 0.7% 3.3%

85.5% 87.6% 86.5% 28.2%
（注）一般は平成１５年９月「労働力調査（総務省）」による。

（３）職業紹介者等
  現在の職業の紹介者を聞いたところ、「公共職業安定所、自立研修センター等」が４８．３
％と最も多かったが、「知人、友人、自分で」が４４．２％とほぼ同率となっている。
  前回の帰国者本人の調査結果に比べ、「知人、友人、自分で」の率が約２０％高くなって
いる。

（グラフ２１  現在の職場の紹介者）

（４）公共職業安定所等の利用状況
  子及びその配偶者の公共職業安定所等の利用状況についてみると、公共職業安定所
については半数以上の者が利用しているが、公共職業能力開発施設の利用は約１割に
止まっている。

農林漁業従事者

運輸・通信従事者

技能工、製造・建設・
労務作業者

区   分

管理的職業従事者

事務従事者

販売従事者
保安職業従事者・
サービス職業従事者

専門的・技術的職業
従事者

48.3% 1.6% 44.2% 5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

紹介者

公共職業安定所、自立研修センター、
自立指導員、身元引受人等（都道府
県、市町村の職員を含む）

学校（専修・各種学校含む）

知人・友人の紹介、自分で

わからない

（グラフ２２  子及び子の配偶者の公共職業安定所利用の有無）

52.2% 25.5% 7.5% 14.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある

ない

わからない

未回答



（５）日本語の習得状況
  子及びその配偶者の日本語の習得状況について聞いた。
  買い物や交通機関の利用に不自由しない程度以上の日本語を習得している者は７０．２
％で未習得（片言の挨拶程度及びまったくできない）は２６．７％となっている。
  前回の帰国者本人の未習得率（孤児３２．７％、婦人等３２．３％）に比べ低くなっている。

（グラフ２４  子及び子の配偶者の日本語の習得状況）

（６）日本語の勉強方法
  子及びその配偶者の現在の日本語の勉強方法をみると、「日常生活の中で」が５０．３％　　　
と最も多く、次いで「家庭で」が４１．１％、「自立研修センター」が７．３％となっている。

（グラフ２５  子及び子の配偶者の日本語の勉強方法）

（グラフ２３  公共職業能力開発施設（職業訓練校）での訓練の有無）

9.2% 72.6% 4.6% 13.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある

ない

わからない

未回答

30.8% 39.4% 23.2% 3.5%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会話に不便を感じない

買い物・交通機関の利用に不
自由しない

片言の挨拶程度

まったくできない

未回答

50.3%

41.1%

7.3%

6.0%

3.4%

1.6%

16.5%

15.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

日常生活の中で

家庭での学習

自立研修センター

その他の日本語学校

夜間中学の日本語教室

支援・交流センター

特に何もしていない

未回答


